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（百万円未満切捨て） 
１．平成23年3月期第1四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年6月30日） 
（１）連結経営成績（累計）                                                  （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売  上  高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％

23年 3月期第1四半期 8,758  110.4 580    －    280      － 734      － 
22年 3月期第1四半期 4,163 △72.1 △ 1,215     － △ 1,208      － △ 1,691      － 

 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

 円   銭 円   銭

23年 3月期第1四半期 17.82 17.80 
22年 3月期第1四半期 △ 42.05 － 

 
（２）連結財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

23年 3月期第1四半期 70,234 39,646 56.3 958.68 
22年 3月期 69,485 39,050 56.0 944.06 

(参考)自己資本 23年3月期第1四半期      39,510 百万円 22年3月期    38,904 百万円 

 
２．配当の状況 

年間配当金    
 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期  末 合  計    

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭   
22年 3月期 － 0.00 － 0.00 0.00   
23年 3月期 －    

23年 3月期(予想)  5.00 － － －   

(注)当四半期における配当予想の修正有無 ：有・無 

   現時点では、平成23年3月期期末配当について未定です。開示が可能となった時点で速やかに開示する予定です。 
 
３．平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 売  上  高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 円   銭

第２四半期(累計) 22,000  91.7 2,000    － 1,400    － 1,700    － 41.24 
通  期 45,000  46.4 4,000    － 3,100    － 3,300    － 80.05 

(注)当四半期における業績予想の修正有無 ：有・無 

 



４．その他  （詳細は、【添付資料】4ページ「その他の情報」をご覧ください。） 
 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：有・無 

 新規 －社 (社名)  、除外   社 (社名)  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 
 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ：有・無 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 
 

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ：有・無 

② ①以外の変更 ：有・無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原

則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 
 

（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年3月期1Ｑ 41,245,581株 22年3月期 41,241,081株

② 期末自己株式数 23年3月期1Ｑ 31,609株 22年3月期 31,599株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 23年3月期1Ｑ 41,210,464株 22年3月期1Ｑ 40,241,510株

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信
の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ
ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま
す。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信
（添付資料）3ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間の内外経済情勢は、一部欧州での財政悪化や金融システム不安の影響などに

より景気減速の懸念があったものの、各国の景気刺激策や中国・インドなど新興国の内需拡大に牽引され、

総じて緩やかな回復基調を辿りました。こうした中で日本経済も、雇用不安は引き続き残るものの、新興国

向けを中心とする輸出増やそれに伴う生産の増加により、着実に回復しました。 

半導体関連市場においては、パソコンやスマートフォン（高機能携帯電話）、デジタル家電などを中心に

急拡大し、各半導体メーカーの設備投資も活発化しました。 

計測機器事業の主要ユーザーである自動車関連業界や工作機械業界においては、中国・インド等ア

ジア新興国主体に市況が順調に回復し、設備投資も依然低水準にはあるものの回復の兆しが見えてき

ております。 

 

このような状況の中で当第１四半期連結会計期間の連結業績は、売上高 87 億 58 百万円（前年同期比

110.4％増）、営業利益 5 億 80 百万円(前年同期は△12 億 15 百万円)、経常利益 2 億 80 百万円(前年同期は

△12億8百万円)となりました。 

三鷹旧本社売却に伴う特別利益8億72百万円、有価証券評価損3億79百万円を計上した結果、税引前四

半期純利益は 7 億 73 百万円(前年同期は△12 億 7 百万円)、四半期純利益は 7 億 34 百万円（前年同期は△

16億91百万円）となりました。 

 

なお、当連結会計年度より、収益計上基準において半導体製造装置本体の全て及び設置を伴う計測機器本

体について設置完了基準を適用することとした結果、従来の方法によった場合に比較して、当第１四半期連

結会計期間の売上高が6億51百万円、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益がそれぞれ2億 69百万

円減少しています。 

  

 セグメント別概況は以下の通りです。 

  

 ［半導体製造装置］ 

   半導体製造装置事業では、パソコンやスマートフォン（高機能携帯電話）、デジタル家電などの需要増

加を背景に半導体メーカー各社の設備投資が活発化したことから、検査工程向け、組立工程向けともに、

東南アジア、台湾、中国などでの受注が堅調で、当事業の受注高は 109 億 22 百万円（前年同期比

302.0％増）となりました。売上、利益も比較的堅調に推移しましたが、収益計上基準において設置完了

基準の適用範囲を拡大した結果、売上は58億 84百万円（前年同期比178.1％増）、営業利益は1億 10百

万円（前年同期は△10億71百万円）となりました。 

 

 ［計測機器］ 

   計測機器事業では、主要ユーザーである自動車関連業界や工作機械業界において、中国・インド等アジ

ア新興国主体に市況が順調に回復し設備投資にも回復の兆しが見られる一方、航空機やエネルギー産業

向け、官公庁や中小企業向け、新興国向けの増強に注力した結果、当事業の受注高は 38 億 33 百万円

（前年同期比 120.9％増）となりました。売上、利益も比較的堅調に推移しましたが、収益計上基準にお

いて設置完了基準の適用範囲を拡大した結果、売上は 28 億 74 百万円（前年同期比 40.4％増）、営業利益

は4億69百万円（前年同期は△1億43百万円）となりました。 
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㈱東京精密（7729）平成 23 年 3月期 第 1四半期決算短信 

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

    ① 資産、負債及び純資産の状況 

当第 1四半期末における総資産は、前連結会計年度末に比べ7億 48 百万円増加し、702 億 34 百万円

となりました。増減の主な要因は、現金及び預金の増加 14 億 27 百万円、たな卸資産の増加 16 億 4 百

万円、受取手形及び売掛金の減少12億64百万円等であります。 

当第1四半期末における負債は、前連結会計年度末に比べ1億 52百万円増加し、305 億 87 百万円と

なりました。増減の主な要因は、支払手形及び買掛金の増加 15 億 80 百万円、長期借入金の減少 14 億

60百万円等であります。 

当第 1四半期末における純資産は、前連結会計年度末に比べ5億 96 百万円増加し、396 億 46 百万円

となりました。増減の主な要因は、利益剰余金の増加6億54百万円等であります。 

  ② キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ 13 億 13 百万円増

加、連結範囲の変更に伴う増加1億13百万円を加え、134億54百万円となりました。 

当第1四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金は、20 億 37 百万円の増加となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益

の計上 7億 73 百万円、たな卸資産の増加 13 億 39 百万円、仕入債務の増加 15億 90 百万円、売上債権

の減少7億46百万円等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金は、9億 24百万円の増加となりました。これは主に有形固定資産の売却による収

入9億66百万円等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金は、15億38百万円の減少となりました。これは主に長期借入金の返済による支 

出14億60百万円等によるものです。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

   今後の内外経済情勢は、欧米で一部不透明感の広がりが懸念されるものの、アジアを中心に引き続き

回復傾向が続くものと思われます。このような状況の下、当第 2 四半期連結累計期間において売上高及

び利益が前回予想よりも増加する見込となったことから、平成 22 年 5 月 12 日に公表した第 2 四半期連

結累計期間及び通期の連結業績予想を以下の通り修正いたします。 

 

第2四半期連結累計期間の連結業績予想                         （単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 

四半期純利益

前回発表予想（A） 20,000   1,000     700    1,500 36.40円 

今回修正予想（B） 22,000   2,000   1,400    1,700 41.24円 

増減額（B－A）  2,000  1,000  700      200  

増減率（％）   10.0 % 100.0 % 100.0 %   13.3 %  

 

通期の連結業績予想                                  （単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 

当期純利益 

前回発表予想（A） 43,000   3,000   2,400   3,100 75.23円 

今回修正予想（B） 45,000   4,000   3,100   3,300 80.05円 

増減額（B－A）  2,000  1,000  700     200  

増減率（％）     4.7  %  33.3 %  29.2 %   6.5 %  
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２．その他の情報 

（１）重要な子会社の異動の概要 

       該当事項はありません。 

 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

    １.簡便な会計処理 

① たな卸資産の評価方法 

当第1四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸高を省略し、前連結会計 

年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却 

価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

② 固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する 

方法によっております。 

③ 繰延税金資産の算定方法 

        繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時 

差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度において使用した将来 

の業績予測やタックス･プランニングを利用する方法により算定しております｡ 

 

    ２.四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

     該当事項はありません。 

 

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

   ① 会計基準等の改正に伴う変更 

   資産除去債務に関する会計基準の適用 

    当第1四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成 

20年3月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 

平成20年3月31日)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  ② ①以外の変更 

    該当事項はありません。 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

4



㈱東京精密(7729) 平成23年3月期　第1四半期決算短信

３.四半期連結財務諸表

　(1) 四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年 6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年 3月31日)

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 13,482 12,055

　　受取手形及び売掛金 14,247 15,511

　　商品及び製品 1,018 984

　　仕掛品 10,812 9,362

　　原材料及び貯蔵品 2,436 2,317

　　その他 1,672 1,675

　　貸倒引当金 △ 197 △ 202

　　流動資産合計 43,473 41,703

　固定資産

　　有形固定資産

　　　建物及び構築物（純額） 7,777 7,917

　　　その他（純額） 9,177 9,548

　　　有形固定資産合計 16,955 17,466

　　無形固定資産

　　　のれん 1,746 1,830

　　　その他 533 590

　　　無形固定資産合計 2,280 2,420

　　投資その他の資産

　　　その他 8,170 8,547

　　　貸倒引当金 △ 645 △ 652

　　　投資その他の資産合計 7,525 7,894

　　固定資産合計 26,761 27,782

　資産合計 70,234 69,485

負債の部

　流動負債

　　支払手形及び買掛金 9,766 8,185

　　短期借入金 1,300 1,300

　　未払法人税等 93 75

　　引当金 180 339

　　その他 6,099 5,808

　　流動負債合計 17,439 15,709

　固定負債

　　社債 3,000 3,000

　　長期借入金 6,924 8,384

　　退職給付引当金 2,389 2,363

　　役員退職慰労引当金 79 114

　　その他 754 863

　　固定負債合計 13,147 14,725

　負債合計 30,587 30,435
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年 6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年 3月31日)

純資産の部

　株主資本

　　資本金 10,204 10,198

　　資本剰余金 21,222 21,216

　　利益剰余金 8,642 7,987

　　自己株式 △ 107 △ 107

　　株主資本合計 39,961 39,294

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 △ 277 △ 194

　　為替換算調整勘定 △ 173 △ 195

　　評価・換算差額等合計 △ 450 △ 390

　新株予約権 135 146

　純資産合計 39,646 39,050

負債純資産合計 70,234 69,485
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　(2) 四半期連結損益計算書

　　  第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年 4月 1日

  至 平成21年 6月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年 4月 1日

  至 平成22年 6月30日)

売上高 4,163 8,758

売上原価 3,972 6,391

売上総利益 190 2,367

販売費及び一般管理費

　販売費 888 1,148

　一般管理費 518 637

　販売費及び一般管理費合計 1,406 1,786

営業利益又は営業損失（△） △ 1,215 580

営業外収益

　受取利息 4 0

　受取配当金 28 27

　雇用調整助成金収入 115 －

　貸倒引当金戻入額 73 －

　その他 65 66

　営業外収益合計 288 95

営業外費用

　支払利息 109 144

　資金調達費用 133 －

　為替差損 － 240

　その他 37 9

　営業外費用合計 281 395

経常利益又は経常損失（△） △ 1,208 280

特別利益

　土地売却益 － 872

　新株予約権戻入益 0 －

　特別利益合計 0 872

特別損失

　投資有価証券評価損 － 379

　特別損失合計 － 379

税金等調整前四半期純利益
又は税金等調整前四半期純損失（△）

△ 1,207 773

法人税、住民税及び事業税 32 81

法人税等調整額 452 △ 42

法人税等合計 484 39

少数株主損益調整前四半期純利益 － 734

四半期純利益又は四半期純損失（△） △ 1,691 734
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　(3) 四半期連結キャッシュ･フロー計算書

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年 4月 1日

  至 平成21年 6月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年 4月 1日

  至 平成22年 6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税金等調整前四半期純利益
　又は税金等調整前四半期純損失（△）

△ 1,207 773

　減価償却費 533 431

　のれん償却額 83 83

　株式報酬費用 14 1

　退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 1,295 26

　役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 0 △ 34

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 68 △ 11

　受取利息及び受取配当金 △ 33 △ 28

　支払利息 109 144

　土地売却損益（△は益） － △ 872

　投資有価証券評価損益（△は益） － 379

　売上債権の増減額（△は増加） 3,186 746

　たな卸資産の増減額（△は増加） 719 △ 1,339

　仕入債務の増減額（△は減少） △ 2,668 1,590

　その他 △ 1,336 360

　小計 △ 1,963 2,250

　利息及び配当金の受取額 33 28

　利息の支払額 △ 158 △ 190

　法人税等の支払額 △ 47 △ 51

　営業活動によるキャッシュ・フロー △ 2,136 2,037

投資活動によるキャッシュ・フロー

　定期預金の預入による支出 △ 1 △ 1

　定期預金の払戻による収入 1 1

　有形固定資産の取得による支出 △ 44 △ 29

　有形固定資産の売却による収入 － 966

　無形固定資産の取得による支出 △ 0 △ 0

　投資有価証券の取得による支出 △ 0 △ 0

　貸付けによる支出 △ 8 △ 11

　貸付金の回収による収入 0 0

　その他 0 －

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 53 924

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入金の返済による支出 △ 1,520 △ 1,460

　リース債務の返済による支出 △ 93 △ 78

　その他 △ 0 △ 0

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,613 △ 1,538

現金及び現金同等物に係る換算差額 42 △ 108

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 3,760 1,313

現金及び現金同等物の期首残高 17,586 12,027

連結の範囲の変更に伴う
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

－ 113

現金及び現金同等物の四半期末残高 13,825 13,454

8



㈱東京精密(7729) 平成23年3月期　第1四半期決算短信

（4） 継続企業の前提に関する注記

該当事項ありません｡

（5） セグメント情報

[事業の種類別セグメント情報]

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年 4月 1日   至 平成21年 6月30日）

半導体製造
装置関連事業

（百万円）

計測機器
関連事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

   売上高及び営業損益

売上高

（1） 外部顧客に対する売上高 2,116 2,046 4,163 － 4,163

（2） セグメント間の内部売上高
       又は振替高

－ － － （－） －

計 2,116 2,046 4,163 （－） 4,163

営業損失 △ 1,071 △ 143 △ 1,215 － △ 1,215

（注） 1  当社の事業区分は製品の種類･性質及び販売市場等の類似性を考慮して行っております｡

        2  各事業区分の主要製品

（1）半導体製造装置関連事業 …  ウェーハプロービングマシン､ ウェーハダイシングマシン､  ポリッシュ･グラインダー､

 ウェーハマニュファクチャリングマシン､  ＣＭＰ装置､

（2）計測機器関連事業 …………   三次元座標測定機､  真円度･円柱形状測定機､  表面粗さ･輪郭形状測定機､ 

 マシンコントロールゲージ､  電気マイクロメータ､  各種自動測定･選別･組立機

[所在地別セグメント情報]

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年 4月 1日   至 平成21年 6月30日）

日本
（百万円）

米国
（百万円）

ドイツ
（百万円）

韓国
（百万円）

計
（百万円）

消去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

   売上高及び営業損益

売上高

（1） 外部顧客に対する売上高 3,774 191 128 68 4,163 － 4,163

（2） セグメント間の内部売上高
       又は振替高

136 － － 65 201 (201) －

計 3,911 191 128 133 4,365 (201) 4,163

営業利益（又は営業損失（△）） △ 1,120 △ 80 △ 24 9 △ 1,215 － △ 1,215

（注）  国別の区分の方法

         国別の区分の方法は事業活動の地域的独立性に基づいて決定しております｡

[海外売上高]

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年 4月 1日   至 平成21年 6月30日）

東アジア 東南アジア 北米 ヨーロッパ その他地域 計

Ⅰ 海外売上高 （百万円） 1,495 215 210 122 46 2,090

Ⅱ 連結売上高 （百万円） － － － － － 4,163

Ⅲ 連結売上高に占める
     海外売上高の割合（％）

35.9 5.2 5.1 2.9 1.1 50.2

 （注） 1  海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります｡

         2  国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

（1）国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております｡

（2）各区分に属する主な国又は地域

東アジア…………   韓国､ 台湾､ 中国

東南アジア………    タイ､ シンガポール､マレーシア､ 

北米  ……………  米国､ カナダ

ヨーロッパ ………   ドイツ､ 英国､ イタリア

その他の地域  …   インド､ ブラジル
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[セグメント情報]

1. 報告セグメントの概要

  当社の報告セグメントは､当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり､取締役会が経営資源の配分の決定

及び業績を評価するために､定期的に検討を行う対象となっているものであります｡

  当社では､半導体社及び計測社の社内カンパニーそれぞれが取り扱う製品･サービスについて国内及び海外の包括的な戦

略を立案し､事業活動を展開しております｡

  従って､当社は社内カンパニーを基礎とした製品･サービス別のセグメントから構成されており､「半導体製造装置」及び「計測

機器」の２つを報告セグメントとしております｡

  「半導体製造装置」は､半導体製造工程で使用される加工･検査装置を製造販売し､「計測機器」は三次元座標測定機､表面

粗さ･輪郭形状測定機等の精密測定機器類を製造販売しております｡

2. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年 4月 1日   至 平成22年 6月30日）

（単位 ： 百万円）

3. 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整

 に関する事項)

セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております｡

4. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項ありません｡

（追加情報）

  当第1四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年 3月27日）及び  

「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年 3月21日）を適用しており

ます｡

（6） 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

該当事項ありません｡

計

セグメント利益

半導体製造装置 計測機器

売上高

外部顧客への売上高

セグメント間の内部売上高
又は振替高

計

110 469 580

報告セグメント
合計

5,884 2,874 8,758 8,758

－

8,758

－

580

5,884

－

2,874

－

8,758
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